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(仮称)上勇知ウインドファーム事業に係る環境影響評価準備書 

に対する環境大臣意見 

 

本事業は、エコ・パワー株式会社が、北海道稚内市において、総出力最大 70,000kW

の風力発電所を設置するものである。 

本事業は、恵まれた風況を活用し、再生可能エネルギーの導入・普及に資するもので

あり、地球温暖化対策の観点からは望ましいものである。 

他方、本事業が計画されている北海道道北地域は、利尻礼文サロベツ国立公園、ラム

サール条約湿地であるサロベツ原野、国指定鳥獣保護区及び北海道指定鳥獣保護区等の

保護地域等が集中し、雄大な自然及び風景を目的として多くの人が訪れる。また、同地

域では、文化財保護法（昭和 25 年法律第 214 号）に基づく天然記念物及び絶滅のおそ

れのある野生動植物の種の保存に関する法律（平成４年法律第 75 号）に基づく国内希

少野生動植物種等の絶滅のおそれのある動植物種が多数生息・生育しているほか、環境

省が選定した生物多様性の観点から重要度の高い湿地（重要湿地）、重要野鳥生息地

（IBA）等が分布している。さらに、同地域には渡り鳥の渡り経路や中継地となる湖沼

等が存在するなど、鳥類をはじめとする自然環境保全上、極めて重要な地域となってい

る。 

本事業の対象事業実施区域周辺においては、オジロワシの生息やガン類及びハクチョ

ウ類の渡り等が確認されており、とりわけ対象事業実施区域はガン類及びハクチョウ類

の春の渡りの主要な経路になっていると考えられることから、本事業の実施により、こ

れら渡り鳥の移動及び渡りの阻害並びに風力発電設備への衝突事故等の重大な影響が

強く懸念される。 

また、対象事業実施区域及びその周辺においては、他事業者による複数の風力発電所

が設置済み又は環境影響評価手続中であることから、累積的な影響が懸念される。 

このため、本事業の実施に当たっては、以下の措置を適切に講ずるとともに、その旨

を評価書に記載すること。 

 

１．総論 

本事業の対象事業実施区域及びその周辺は、オジロワシやガン類及びハクチョウ類な

どの鳥類をはじめとする動植物種が多数生息・生育しており、自然環境保全上、極めて

重要な地域である。このような地域特性を踏まえると、本事業の実施に当たっては、自

然環境に対する影響を可能な限り回避又は極力低減することが必要不可欠である。 

本準備書については、計画段階環境配慮書に対する環境大臣意見（平成 27 年７月 22

日）及びそれを踏まえた経済産業大臣意見（平成 27年８月 12日）にて、重要な鳥類及

び渡りへの影響の回避・低減を図ることとされているところ、①配慮書Ａ～Ｄ区域のう

ち、対象事業実施区域を絞り込む過程で、海ワシ類及びガン・ハクチョウ類の主要な渡

り経路と考えられるＡ、Ｃ、Ｄ区域を除外したこと、②海ワシ類の営巣及びガン類・ハ

クチョウ類の主要な渡り経路が確認された、対象事業実施区域の北側及び南側の一部の

風力発電設備の設置の計画を取りやめたこと等、バードストライク及び渡り鳥の渡りへ

の影響を回避するための一定の配慮を行っている。しかしながら、希少猛禽類の飛翔経

路及び渡り鳥の渡り経路を十分に踏まえていない箇所があり、風力発電設備の配置等の

検討の際に重大な影響を十分に回避・低減できているとは言い難い。さらに、本準備書

に記載されている予測・評価内容等については、その客観的な根拠に乏しいものが多く、

誤記も多数見られるため環境影響評価図書として信頼に足るものとなっていない。 

したがって、評価書の作成に際しては、適切な調査・予測・評価の結果をその客観的
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な根拠と併せて記載するとともに、以下の内容を含む風力発電設備の基数の削減及び配

置の再検討等により、事業規模の大幅な縮小を含めた抜本的な見直しを行うこと。 

 

（１）設置基数及び配置等の見直しについて 

重要な鳥類の生息・生育環境に対する影響が強く懸念されることから、以下により、

影響を回避又は極力低減すること。 

①海ワシ類 

オジロワシの探餌行動が高い頻度で確認されており、風力発電設備の稼働によりバー

ドストライクや生息環境の喪失が特に懸念される T10～12、T17、T18 については、設

置の取りやめ又は配置等の大幅な変更を行うこと。 

②渡り鳥 

ガン類及びハクチョウ類の春の主な渡り経路となっており、風力発電設備の稼働によ

りバードストライクや渡りの阻害の影響が特に懸念される T03、T04、T07～09、T16、

T17、T20 については、設置の取りやめ又はあらかじめ稼働制限を行うこととし、T15

については、配置等の変更又はあらかじめ稼働制限を行うこと。稼働制限の時期及び

期間等の詳細については、周辺の他事業者が設置する協議会等の有益な知見を参考に

しつつ、鳥類の専門家からの助言を踏まえて決定すること。 

 

（２）事後調査等について 

事業実施後の影響の回避・低減のために、以下の取組を行うこと。 

① 事後調査及び環境保全措置で位置付けられている環境監視を適切に実施すること。

また、その結果を踏まえ、必要に応じて、追加的な環境保全措置を講ずること。 

② 上記の追加的な環境保全措置の具体化に当たっては、これまでの調査結果及び専門

家等の助言を踏まえて、措置の内容が十全なものとなるよう客観的かつ科学的に検討

すること。また、検討のスケジュール及び方法、専門家等の助言、検討に当たっての

主要な論点及びその対応方針等を公開し、透明性及び客観性を確保すること。 

③ 事後調査により本事業による環境影響を分析し、判明した環境の状況に応じて講ず

る環境保全措置の内容、効果及び不確実性の程度について報告書として取りまとめ、

公表すること。 

④ 周辺における他事業との累積的な影響に係る事後調査及び環境監視の実施に当たっ

ては、他事業者と確実に情報を共有し、必要に応じて合同での調査の実施を追求する

こと等により、累積的な影響を最大限把握すること。 

⑤ 他事業者から累積的な影響の予測及び評価に必要な情報の提供依頼があった場合に

は、可能な限り情報を共有することで、地域全体の環境影響の低減を図ること。 

 

２．各論 

 「１．総論」に基づく風力発電設備の基数の削減及び配置の見直し等の措置を講じた

上で、以下の措置を講ずること。 

 

（１）風車の影による環境影響 

対象事業実施区域の周辺には、複数の住居が存在しており、風力発電設備の稼働に伴

う風車の影による生活環境への影響が懸念される。 

このため、評価書の作成までに、風力発電設備の配置・基数及び機種の詳細な検討を

行うとともに、影響が懸念される気象条件、季節及び時間帯には、一部の風力発電設備

の稼働を停止すること等の環境保全措置を検討すること。それらの検討を踏まえ、調査、
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予測及び評価を再度実施し、その結果に応じて、必要な環境保全措置を講ずること。 

 

（２）鳥類に対する影響 

オジロワシやガン類、ハクチョウ類等重要な鳥類のブレード・タワー等への接近・接

触に係る環境影響評価の予測には大きな不確実性が伴うため、本事業による重要な鳥類

に対する影響を回避・低減する観点から、以下の措置を講ずること。 

① バードストライクの発生を低減するため、ブレード塗装やシール貼付等鳥類からの

視認性を高める措置を施設稼働前に講ずること。 

② これまでに実施した調査結果及び専門家等からの助言を踏まえ、バードストライク

の有無及び渡り鳥の移動経路に係る事後調査を適切に実施し、重要な鳥類の衝突・接

近、移動経路の阻害等重大な影響が認められた場合は、専門家等からの助言を踏まえ

て、鳥類との衝突のおそれがある季節・時間帯の稼働制限等を含めた追加的な環境保

全措置を講ずること。 

併せて、稼働後においてバードストライクが発生した場合の対応措置について事前

に定め、重要な鳥類の衝突等による死亡・傷病個体が確認された場合は、確認位置や

損傷状況等を記録し、関係機関へ報告するとともに、専門家等の助言を踏まえて、死

亡・傷病個体の搬送、傷病個体の救命及び原因分析を行い、追加的な環境保全措置を

検証、実施すること。 

 

（３）植物及び生態系に対する影響 

 対象事業実施区域の大半には、特定植物群落「稚内～抜海丘陵のササ草原」が含ま

れており、風力発電設備等の設置に伴う直接改変により、その一部が消失する等、植

物及び生態系に対する影響が懸念される。一方、本事業者は、当該特定植物群落につ

いては、山火事後に成立した二次的な環境であるため、重要な植物群落ではないとし

ており、本評価は当該特定植物群落の選定基準を踏まえた十分な根拠に基づいたもの

となっていない。このため、取付道路等の詳細な設計の検討に当たっては、改めて専

門家等の助言を踏まえ、当該特定植物群落及び重要な植物種の改変を回避又は最小限

に抑制すること。 


